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在 日アジア人のガヴァナンス論的考察
初 瀬 龍 平
要 旨
　本論では、1980年代から2000年代に至る時期で、在 日アジア人の単純労働就労に焦点を合わせ
て、出入国のガヴァナンスと滞在のガヴァナンスの機能を分析する。その内容は、(1)最近にお
ける在 日アジア人の構成の変化を明らかにすること、(2)合法的に入国して、単純労働(あ るい
はそれに近い労働)に 従事する人々の状況を概観すること、(3)出入国管理体制との関連で、在
日アジア人の入国と長期不法滞在の状況について分析すること、(4)在日外国人の権利保障につ
いて、国際人権レジームの国内適用と市民社会の役割から検討することであり、(5)最後に、議
論の全体を整理し、今後を見通す上で、重要な視点を確認することである。
キーワード　在 日アジア人、出入国のガヴァナンス、滞在のガヴァナンス
Ⅰ.は じ め に:2種 類 のガ ヴ ァナ ンス
　人がどこ に住み、どのような生活をするかは、ミクロには、当人の選好と選択 によって決まる。
しかし、マクロにみれば、選好と選択の幅は、そ の人の生きる時代と場所 によって、異なってく
る。この主な規定要因となっているのは、社会常識 、産業構造、労働市場、社会政策である。この
ことは、人の国内移動についても、国際移動 についてもいえる。人の国際移動の場合、一般的にい
って、経済的合理性が国際移動を促進するのに対して、社会的惰性と国家理性は国際移動を阻害す
る方向に働く。
　 国際社会 において、人の国際移動を正規に管理しているのは、各国の出入国管理体制である。特
定の複数の国家間で、特定種類の人の国際移動を認 める場合 にも、その移動を管理するのは、関係
する諸 国の国家である。しかし、ここで確認しておくべきことは、出入国管理に伴う国家意思は、
決して一枚岩の意思ではないことである。 日本を例 にとってみると、法務省、文部科学省、外務
省 、厚生労働省の意思はそれぞれ別様であり、経済界でも大企業団体と中小企業団体の意思は、同
じではない。そのときどきの出入国管理の法体系は、諸意思の調和点も しくは1種 の妥協の産物で
ある。そこで、原則として単純労働者(未 熟練・非専門業種向けの労働力)の 導入を拒否していて
も 、実際にはこの種の労働力が入ってくるのを、黙認することが行われる。あるいは、 日系人だけ
を特別扱いしたり、正規のビザが、興行、就学生、研修生(及 び技能実習生)の ビザのように、実
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際に単純労働者の導入であったりする。さらに言えば、特別永住者 ・永住者以外 は、どのようなビ
ザ資格であっても 、ビザ切れ延長 ・不法滞在者(以 下、長期不法滞在者と略)と なる可能性が小さ
くない。国家の統治能力だけをもって、外国人の出入国を完全に管理することはできない。
　 人の国際移動のガヴァナンス(governance)1には、政府 以外のアクターも 関係している。その
移動が非合法な場合の代表例 は、中国の各種の蛇頭組織である(莫1999)。その他の国でも送り出
し、受け入れの非合法ブローカー(し ばしばマフィア、暴力団)が 存在する。移動が合法の場合で
も 、合法 ・非合法のブローカーが登場する。 日本では、1980年代後半～90年代始めに農 山村過疎地
の地方 自治体(東 北、四国)が 、アジアから花嫁を導入するプロモーターとなった。これら以外に
も 、家族、親戚、同郷者などで形成する移動のための私的ネットワークが、無数 に形成される。こ
のように、人の国際移動のガヴァナンス には、出入国のガヴァナンスを越えるものがある。そこで
は、ある程度 、統治機構 なしのガ ヴァナンス(governance　without　government)が展 開される
(Rosenau　and　Czempiel　1992)。
　 さらに、人の国際移動 には、必ず移動後の労働や生活 の問題 が関係 してくる。 出入国管理体制
は、人の国際移動だけでなく、滞在期間、就労の可否など、移動後の滞在条件も管理している。し
かし、そのガヴァナンスの正 当性も能力も 、滞在者の生活の内容 にまで及ぶものではない。ここか
ら先 は、受入国の人権レジーム(regime)2の所管領域となる。各国とも 、滞在する外国人 に対し
て、法体制の整備 と社会政策の実施が問題 となる。社会政策では、中央政府 が原則を決めるが、そ
の実施細則 に関しては、地方政府の協力が必要となる。さらには、地方政府 が、中央政府を越える
イニシャティブを発揮することがある。いうまでもないことだが、外国人は、その土地では、住民
なのである。外国人が 日常生活の上で接触するのは、地方 自治体 、とくにその窓 口である。彼 ら
は、生活者として地方 自治体への要望をもっている。
　 国家や地方 自治体の政策に加えて、外 国人住民の生活と人権を保障するものとして、外 国人 自体
のイニシャティブが大切である。また外 国人の運動を支え、外国人と協働する 当事国の市民からの
イニシャティブも大切である。外国人住民は、 自分たちの権利を獲得するために、 自発的に社会運
動を進める。そこには、当事国の市民も参加できる。しかし、出入国関連法律上の不法滞在者の場
合、自らの権利獲得のために、公共空間に登場することはできない。彼らは、その存在が公けに見
えることによって、当局から本 国送還されることを恐れるからである。この場合、当国人市民の協
力が決定的に重要となる。外国人の人権保障については、人権レジームの確 立が必要である。それ
が有効 に作動するには、NGOなど市民社会の活性化が必要である。
　 外国人の人権保 障では、国際的人権レジームが、かなりの程度 、有効 に作動している。すなわ
ち、国際的人権諸条約が 当該国の法体制(の 整備)を 通じて、人権保障上、少なからぬ影響力をも
1本論では、「ガヴァナンスとは、政府という組織的でフォーマルの枠組みに、非組織的あるいはインフォーマル
　な枠組みが加わって、政治的な価値配分や意思決定を行うこと」と定義する。
2本論では、「レジームとは、社会的課題の解決、運用について、行為者間で共通の了解に至ったルール、規範、
　慣習の集合」と定義する。
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っている。人の国際移動 については、難民救援のための国連難民高等弁務官事務所(UNHCR)が
活躍している。国連 ・移住労働者権利条約(1990年採択)も 、締約国は少ないものの、2003年7.月
に発効している。
　滞在 のガヴァナンスでは、国家の法と社会政策のレジームを 中心としながらも,内外人の 自発 的
イニシャティブ、地方 自治体の行政レジーム、それに国際的人権レジームが、1つ のまとまりをも
った複合体となっており、国際移動後の生活 ・人権保障体制としてのガヴァナンスの機能を果たし
ている。このガヴァナンスの 中で、国際的人権レジームを現場の個別の人権保障と結びつけるも の
として、人権専 門家やNGO、　NPOな どが果たす役割は、大きい。これが、市民社会の役割であ
る。
　 出入 国のガヴァナンスと、滞在のガヴァナンスの両方に関係する存在としてとくに重要なのが、
非合法的存在(不 法労働者あるいは不法滞在者)と しての外国人単純労働者である。彼らは、合法
的滞在者と合わせて、外国人として滞在 国の法的コントロール下に入ることになる。
　以上の議論を概念図で表わしたのが、図 「出入国・滞在のガヴァナンス」である。
　本論では、1980年代から2000年代に至る時期で、在 日アジア人の単純労働就労に焦点を合わせ
て、出入国のガヴァナンス と滞在のガヴァナンスの機能を分析していく。以下、第1に 、最近 にお
ける在 日アジア人の構成の変化を明らか にする。第2に 、合法的に入国して、単純労働(あ るいは
それに近い労働)に 従事する人々の状況を概観する。第3に 、出入国管理体制との関連で、在 日ア
ジア人の入国と不法長期滞在の状況について分析する。第4に 、在 日外国人の権利保障について、
国際人権レジームの国内適用と市民社会の役割から検討していく。最後に結論部で、議論の全体を
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整理し、今後を見通す上で、重要な視点を確認する。
　 あらかじめ断っておくと、本論 は、独 自の実証研究を進めた上での成果ではない。本論で使 う
データ は、近年急速に進んできた、在 日外国人に関する社会学的調査の成果を借りたものである。
最近の状況の見取り図としては、英語文献ではYoko　Sellekが包括的な議論を展開しており、デー
タも新しく正確である(Sellek　2001)。日本語では、枚挙の逗もないほど多くの論文、著書が発表
されている。そのなかでも 、梶 田孝道、宮島喬などは、国際的比較という視点で、在 日外 国人問題
を議論し、社会学的に理論化を試みている(梶 田1994;梶田・宮島2002)。駒井洋、奥田道大、鐘
ヶ江晴彦などは、社会学的な実態調査を指導している(奥田・田嶋1995;駒井2002;鐘ヶ江2001)。
若手研究者では、駒井、奥田、鐘ヶ江などのグループに加えて、梶 田、宮島などのグループやその
他の独立研究者が、精力的に社会調査を進めている。その結果、在 日韓国・朝鮮人だけでなく、ブ
ラジル人、中国人、韓国人 、フィリピン人、タイ人、イラン人、バングラデシュ人、ベ トナム人
(難民)な どの社会的実態が、明らかになってきている。本論は、レジームとガヴァナンスという
政治学的理論枠組を使って 、在 日外国人の現状を理解しようとするも のである。この点では、梶
田、宮島の理論化とは、異なる方向から問題に迫ることになる。
Ⅱ.最近の在 日外国人の変化
『 出入 国管理 統計年 報 』(法務 省 大 臣官房 司法法 制部編)に 拠っ て 、最近 の在 日外 国人(外 国人登
録 を した正 規 の滞在 者)の変化 をみ てい くと 、2001年12月31日現在 で 、総数 は177万8千人であ る。
こ の数 は 、1986年末 で86万7千 人 、1991年末 で121万9千 人 、1996年末で141万5千 人 であ っ たか
ら 、この15年間 に2倍 に増加 した こと になる 。次 に 、国籍別 の推 移を みる こ とにし よう。
　 第1に 、ブラ ジ ル 人 、ペ ル ー人 で ある が 、ブ ラ ジル 人 は 、1986年末2千 人(在 日外 国人 総 数 の
0.3%)、1991年末11万9千 人(9.8%)、1996年末20万2千 人(14.3%)、2001年末26万6千 人
(15.0%)と増加 し てき てい る(1998年、1999年にやや 減少 す るが)。 ペル ー人も 、1986年末550人
(0.1%未満)、1991年末2万6千 人(2.2%)、1996年末3万7千 人(2.6%)、2001年末5万 人(2.8
%)と 、絶 対数 は大 きく ない が、 増加 してき てい る。彼 ら の増加 は 、1990年の 出入 国管理 及 び難 民
認 定 法(以 下 、入管 法 と略)の 改 正と 関係 してい る。 この とき 、定住 者ビ ザ が新 設 され 、こ のビザ
が 日系の2世 、3世 に発 給さ れる こと になっ た。彼 らが 日本 国内で就 く職 業 には、 制 限が課 されな
いこ と になっ た 。 いわ ゆる 単純 労働 が 、「 日本社 会 と のつ なが り」 とく に 「 日本社 会 との 血の つな
が り」 をも つ 外 国人(イ ンド シナ 難 民 、 日系 人)に の み 、公 式 に 開放 され た(法 務 省入 国管 理局
1998:96)。日系人 の増加 は、と りわ け1990年代 に顕 著であ った 。
　 第2に 、フィ リピ ン人 とタイ 人 であ るが 、フィ リピ ン人 は 、1986年末1万9千 人(2.2%)、1991
年末6万1千 人(5.1%)、1996年末8万5千 人(6.0%)、2001年末15万7千 人(8.8%)であっ た。
タイ 人 は、1986年末2千9百 人(0.3%)、1991年末8千9百 人(0.7%)、1996年末1万8千 人
(1.3%)、2001年末3万2千 人(1.8%)で あ った 。 両者 とも 、絶 対数 、相 対数 の両 方で増 加傾 向が
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明 らか であ る。 と りわ け、フィ リ ピン人 は 、2001年で は在 日外 国人で 第3位 を 占め るま で に至って
いる。 こ の理 由は 、興行 ビザ で滞在 し ている フィ リピ ン女性 と 、 日本 人男性 と結婚 した 女性 の増加
にあ ると 思われ る。
　 第3に 、イラ ン人 、バ ングラ デ シュ 人、パ キス タン 人で ある が、イ ラン 人 は、1986年末9百 人 、
1991年末3千4百 人 、1996年末8千4百 人 、2001年末6千 人で あった 。こ のよ う に、イラ ン人 は 、
1980年代後 半か ら1990年代の 前半 に急増 し 、1990年代 後半 に は、減少 が始 まっ てい る。 次 にバ ング
ラデ シ ュ人 で ある が 、彼 ら は1986年末1千2百 人 、1991年末2千5百 人 、1996年末5千9百 人 、
2001年末7千9百 人で あ った 。 こ の数 値 でみ る 限 り、バ ン グラ デ シ ュ人 は 、1980年代 後 半 に急増
し 、そ れ 以降も 逓増 して いる。 最 後 にパ キス タン 人で ある が 、彼 ら は1986年末1千2百 人 、1991年
末3千7百 人 、1996年末5千1百 人、2001年末7千9百 人 であっ た。5年 刻 み でみ て、パ キス タン
人 は逓 増 してき てい る。 この3力 国の 人か ら、 多くの 不法就 労 ・不法 滞在 者 が出て いる。
　 第4に 中国人 であ るが 、1986年末8万4千 人(9.7%)、1991年末17万1千 人(14.0%)、1996年
末23万4千 人(16.6%)、2001年末38万1千 人(21.4%)であ った か ら 、そ の急増 傾 向 は、 明らか
であ る。彼 ら は、こ の15年間に、3倍 に増 えてい る。 この まま の傾 向が続 き 、下述 のよ う に韓 国 ・
朝鮮 人の減 少傾 向も 、現 状の まま続 く とする と 、これ から5年 ～10年で 、 中国人の数 が韓 国 ・朝鮮
人 の数 を 上 回る こ と になる かも しれ な い。 中国 人 の滞在 資格 は研 修 、 留学 、 就学 、 技術 、人 文知
識 ・国際業 務 、企業 内転 勤 、家族 滞在 、 日本 人 の配偶者 等 、な ど多様 であ る。 毎年2千 人前後 が 、
留学 生ビザ か ら、就 労の でき る在 留資格 に変 更 してい る(法 務省 入 国管理 局1998:102)。かつ て の
華僑 は、福 建省 の 出身者 が多 かっ た。 しか し、今 日の 中国人 は、上海 、 北京な ど全 国各 地か らの 出
身者 である 。彼 ら の活動 は 、世界 全体 にお ける 中国人 の活性 化 現象 の1部 とみ るこ とが できる 。そ
のダイ ナミ ズム は 、おそ らく 日本1国 の 出入 国管 理能 力を超 え るも のであ ろう。
　 第5に 韓 国 ・朝鮮 人で ある が 、そ の数 は 、1986年末67万8千 人(78.2%)、1991年末69万3千 人
(56.9%)、1996年末65万7千 人(46.4%)、2001年末63万2千 人(35.6%)であ った。 こ のよう に、
在 日韓 国 ・朝鮮 人 は、相 対比 で急 速 に減 少 してき てお り、 絶対数 でも 減少傾 向は、 明 らか であ る。
戦前 に 日本 に移 住 してき た世代 は、す で に70歳を越 し てお り、そ の数 は 自然減少 し てき ている 。そ
れ に加 え て 、1985年の 国籍 法改 正 以 降、 韓 国 ・朝鮮 人 男性 と 日本 人 女性 の 間か ら生 ま れた 子 ども
は 、 日本 国籍 を取得 でき るよ う になっ ている 。ま た 日本 人(男 も しく は女)と の結婚 は、1999年で
結婚 総数9.573組の う ちの86.2%に達 して いる 。 さら に は、 日本 国籍 を取 得す る帰 化者 も 、少 なく
ない(1952-2000年に24万3762人)。こ のまま で推 移す れ ば、21世紀 の半 ば には、 国籍 上 の外 国人 と
して の在 日韓 国 ・朝 鮮人 は 、小さ な存在 とな る 可能性 が高 い。 しか し、エス ニ ック集 団として の韓
国 ・朝鮮人 は 、残る こ とがで きる。 そ のた め には、民族 名 の使用 とか 、 民族文化 、 民族教 育 、民族
語教 育 が、必 要 とな って いる(坂 中2001)。現在 で は 、1960年代 以降 に生 まれ た新 し い世 代が 、約
60%に達 して いる(民 団2003b)。彼 ら には 、戦前 朝鮮 の記 憶 はも とよ り 、戦後 日本 の記憶 もな い。
日本社 会へ の完 全 同化を避 けよう とすれ ば、エス ニッ ク にはコ リアン 、 国籍 は 日本 とい うコリ ア 系
日本 人が 、半世 紀後 に は主流 にな って いるかも しれな い。海 外 に住 むコリ アン 全体 でみれ ば、在 日
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コリ アン の60-70万とい う数 は、海 外コ リア ン総数588万人(1999年、米 国 に206万人 、 中国 に204万
人)の10%程 度 であ る(朴2002:3-4)。在 日コ リアン が、 日本 以外 の世界 に 目を 向ける 時代 が始ま
って いる。
　 次 に、外 国 人の新 規入 国 に注 目して みたい 。 しかし 、そ の際 、一般 傾 向を通 時的 に検討 しても 、
あま り意 味がな い。 注 目すべ きな のは 、急激 な増加 と、急激 な減 少で ある 。そ こ には 、出入 国管理
体制 の変化 が 関係 し てい るか らで ある。バ ン グラ デシュ 人 のピ ーク は、1988年の13.994人であ り 、
翌年 の1989年には 、2.742人と急 に減少 した(因 み に 、2001年で は3.043人)。パキ スタ ン 人の ピ ー
ク は、 同じく1988年であ り 、そ の数 は19.106人であ っ た。 その 翌年 の1989年には5.938人とな り 、
2001年に は4.602人で ある。 両国人 の減 少 の原 因 は、1989年1,月に 日本 と 両 国と のビザ 相 互免 除協
定が 一時停 止 になっ たこ とで ある。 同様 に、イラ ン と 日本 との ビザ相 互免 除協 定 は、1992年4Aに
一 時停 止 にな った 。 そ の影 響 を受 け て 、イラ ン 人 の新 規入 国の ピ ーク は 、1991年の47.127人とな
り 、翌1992年には14.314人に減 少 した(因 み に 、2001年で は3.081人)(総合研 究 開発 機 構1993;
Yamagishi　and　Morita　2002)。
　 ビ ザ相 互 免 除協 定 の停 止 は 、入 国者 を規 制 する には 、有 効 であ っ た。 し か し 、そ の措 置 の 効果
は 、一たん 入 国した 外 国人 が不法長 期滞 在者 にな るこ とを 予 防できるも ので はない。 ここ で 、長期
不法 滞在 者 の統 計を 検討 する こ と にしよ う。 そ の総数 は、1990年7,月で106.497人(男66.851人、
女39.646人)から1993年5月の298.646人(男192.114人、女106.532人)まで逓 増し 、そ の年を ピ ー
ク として 、1998年1月の276.810人(男149.828人、女126.982人)から2002年1月の224.067人(男
118.122人、女105.945人)と、次 第 に減 少 してき てい る。 その 間 に、総数 のピ ーク は、1993年であ
った の に、女 の ピー ク は、1997年7月の128.102人であ っ た。 大雑 把 に言 え ば、1990年代 後半 か ら
は 、男も女 も とも に逓減傾 向にあ る(『国 際人流 』1994年4月、98年4月 、2002年5月)。
　 男性 の長 期不 法滞 在者 の増減 につい て言 え ば、一番 先 に注 目される の が、イラ ン 人 、バ ング ラデ
シュ 人 、パキ ス タン 人 の動 向で ある 。確 か に、イ ラ ン人 は 、1990年7,月の645人か ら 、1992年5.月
の39.898人と急 増 し、 その 後 は次第 に減 少傾 向に入 り 、2001年1.月には4.158人となっ て いる 。バ
ングラ デシ ュ人 の場 合 には 、1990年7月の7.130人か ら始ま り 、1992年11Aの8.047人が ピーク で 、
以 降逓 減傾 向で、1998年1月に5.326人とな って いる。 パキス タ ン人 の場合も 、1990年7月の7.867
人か ら1993年ま で ほと んど 変わ らず 、そ の 後も 少し ず つ減 る程度 で 、1998年1月には4.505人とな
って いる。 換言 すれ ば 、バ ン グラ デシュ 人 、パキス タ ン人 とも に、ビ ザ相 互免 除協 定の 一時停 止 以
降 は、多 くの人 がビ ザ切 れ ・不法 滞在 を選ん だこ と になる。 こ の他 に、男性 の増 減 にかな り影 響 し
てい た のは 、1992年5.月に27.832人の ピー クをも つ マ レー シア 人(1990年7.月5.023人、1998年1
,月5.340人、2002年1.月5.280人)と、1993年5.月に25.624人のピ ーク をも つ タイ 人(1990年7.月
4.062人、1998年1A15.542人、2002年1　A8.020人)であ っ た。 他方 、一般 的 増加 傾 向 にあ る の
は 、1992年5Hの22.312人と1996年5　Hの22.549人という2重 のピ ークをも つ 韓 国人(1990年7月
8.793人、1998年1月20.792人、2002年1月20.747人)、1994年5月の27.152人とい うピ ークをも つ
中国人(1990年7月7.655人、1998年1月22.778人、2002年1月15.749人)であ る(『 国 際人 流』
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1994年4.月、97年12.月、98年4.月、2001年5.月、2002年5月)。
　 女性 の長 期不 法滞 在者 の増減 傾 向を調 べる と 、この 間を 通し て、減 少を はさ みつ つも 、全体 的 に
増加傾 向にある の が、フィ リ ピン 人であ る。 そ の数 は、1990年7Aに13.044人であ り 、そ の後も 増
え つづ け 、1998年1月に は27.119人とな って い る。 以 降逓 減 し 、2002年1月で は19.193人で ある
が 、そ の絶対 数 はあ ま り減っ て いな い。 次 に注 目さ れる の が、タ イ 人で ある(1990年7月 は7.461
人)。そ のピ ーク は 、1993年5月の29.759人で あ り、1997年1月でも22.674人で あっ た。 しか し 、
近年 急速 に減 少 して お り、2002年1.月で は8.905人とな っ てい る。 こ の他 、1997年7月にピー ク が
く る韓 国 人(31.375人)、中国人(15.228人)も、1990年代 後 半ま で 女性 が逓 増 した 要 因で ある
(現 在 で は、や や逓減 傾 向)。
　 2002年1月1日現 在 で、長 期 不法 滞在 者 は総数224.067人で ある 。そ の 内訳 を みる と、 短期 滞在
者163.271人(全体 の72.9%)、興行 ビ ザ入 国者11.154人(5.0%)、就 学生9.953人(4.4%)、留学
生4.442人(2.0%)、研 修 生3.264人(1.4%)であ る(『 国際 人流 』2002年5H)。しか し 、興 行ビ
ザ入 国者 、就 学生 、研 修 生 は、長 期不 法滞在 者で なく とも 、実質 的 に単純 労働者 化 して いる。
Ⅲ.合法入国、単純労働
　 興行 ビザ 入 国者 、就学 生 、研 修 生、 あるい は 日系人 は、合 法 的 に入 国 し、単 純労働 に従 事す るこ
と になる(浅 野1997;坪谷2002)。
　 興行 ビザ の 多く は、フィ リ ピン から の女性 の歌 手 、ダ ン サー に 向けて発 行さ れて きて いる。 そ の
数 は 、年 によ っ て 、増減 があ る が、1980年代 後 半 以 降現在 ま で 、毎 年2万 人 か ら5万 人で あ る。
1998年で は、36.550人で あっ た。 問題 は、彼 女た ちの 業務 内容 である 。彼 女た ち に期 待 され 、彼女
た ちが 現 実 に行 って い る業 務 は 、ス ナ ック 、 バ ーな ど のホ ス テス 役 で あ り、 し ばし ば 売春 で ある
(Ballescas　1992;Caoutte　andSaito　1999)。フィ リピ ン女性 が 日本 に興行 ビザ で登 場す る1980年代
中頃まで は、 日本人 の男性 がフィ リピ ン に買春 に出か けて いた。 フィ リピ ン女性 にみる 限りで は 、
興行 ビザ は、 正規 のビザ であ るの に、社 会 的 に大 きな 問題 を含ん だも ので ある。 こ のこ とは 、 日本
政府も 、フ ィ リピン 政府も 知 って いる。 合法 入 国が不 当な 労働 に直結 して いて 、そ れがこ の20年間
黙認 されて きた こ とは 、政府 のガ ヴァ ナンス の 限界(あ る い は意 図)を 示 すも のでも あ る。フィ リ
ピ ン側 は雇 用 と外 貨 に関 心をも ち 、 日本側 は 遊 興 に 関心を 寄せ て い る。 彼 女 た ちを 救 って い る の
は 、 日本 の市 民団体(た とえ ば、1986年設 立の 「女性 の家HELP」(東 京))で ある。
　 就 学生ビ ザ は、 高等学校 や 日本語 学校 な ど、大 学 、短大 、専 門学校 入学 前の 学生 に発 給され るも
ので ある。 制度 と して は、1990年の入 管法 の改正 と とも に、始ま った 。 しかし 、そ れ以 前か ら、 実
質 的に就 学生 向け のビザ が 「その他 の 」在留 資格 で発 給さ れて いた。 これ が本格 化 する のは 、1983
年の 中曽根 首相 の 「留学 生10万人 計画 」であ った 。そ れ は、 当時1万 人で あっ た留 学生 を2000年ま
で に10万人 にしよう とい う構想 で あった 。法 務省 は 、1984年に就 学 生 向けのビ ザの 取得 手続き を 大
幅 に簡 素 化 し た 。 そ の結 果 、1983年には約3500人で あ っ た新 規 入 国者 が 、1988年に は約10倍の
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35.000人以 上 となっ た。 と りわ け 、 中国人 は、1983年の160人か ら1988年の28.256人と飛 躍 的に増
加 し た。こ の勢 い は、1998年の上海 事件(学 費を 払っ た にも かか わ らず 、ビザ が下 りず 、上海 の 日
本総領 事館 に中国人 が連 日数 百人 押しか けた)と 、そ の後 の 日本 語学 校 の整 備 で一 度、 落ち込 むこ
と になった が 、1992年には総数36.555人(うち 、 中国人27.367人)でピ ーク に達し た。1996年に再
び落 ち 込み 、 総数9.436人(うち 、 中国 人2.567人)とな り、2001年には23.932人(うち 、 中国人
15.519人)に復 活 してい る。就 学 生は 、現在1週 間 に28時間(も と は20時間)の アル バイ ト が認 め
られ ている 。 しか し、彼 ら は、そ れ以 上の 時間を 単純 労働 に 向けてき た。 法務省 は、表 向き 単純 労
働 者 の導入 を拒 否 しなが ら 、実質 的 に就 学生 の 単純 労働 者化 を促 進 してい た。
　 政府 は、研修 生 という 形でも 、 実質 的 に単純 労働 者 の導入 を認 めて いる 。1993年に法務 省 、外務
省 、通産省 、 労働 省 、建 設省 の5省 は 、共管 のも と に、外 国人研 修制 度を 運営 する 国際研 修協 力機
構(JICTO)を 発 足 さ せ た 。 研 修 生 と し て は 、(1)政 府 機 関(JICA、 海 外 技 術 研 修 者 協 会=
AOTSな ど)が 途 上 国か ら招 く(受 け入 れ る)研 修 生 、(2a)企業 が単独 で海 外 の子 会社 な どか ら
招 くも ので 、JICTOが受 け入 れ を支 援 する 研 修 生 、(2b)中小 企業 の 団体 の 責任 で 招 くも の で 、
JICTOが受 け入 れ を支援 する研 修 生 、及 び(3)入 管 に直接 に 申告す る研 修生 があ る。2001年で全
体 の総数 は 、59.064人であ る。 内訳 は 、政府 の 受 け入れ 者12.626人(21.4%)、民 間の受 け入 れで
JICTOが支 援す る者37.423人(63.4%)、入 管直接 申告 者9.015人(15.3%)である。
　 JICTO支援研 修 生37.423人に 限定す る と、 中 国人26.837人(71.7%)、イ ンドネ シ ア人4.155人
(11.1%)、フィ リピ ン人2.090人(5.6%)である 。年齢 、性 別 でみる と 、25～29歳の男性 、20～24
歳の 女性 が多 い。研 修の 業務 は、繊 維 ・衣服 、食 品 、機 械 、金属 ・加 工 、建設 、農 業であ り 、団体
受 け入 れ型 で は、繊 維 ・衣服 が約3分 の1で 、そ の他 に食 品 、建 設 、農業 等 となっ ている 。研 修期
間 は、1年 以 内であ る。 しか し、彼 ら は労働 者で ない ので 、賃金 を受 け取 って おら ず 、研 修手 当て
とし て、 団体 監理型 受 け入れ で毎 月68.126円(平均)を 支 給され てい る。
　 政府 は、1993年か ら技 能実 習生 の制度 を始 めた 。こ れ は、研修 生で 評価試 験 に合格 した 者(ほ ぼ
全員 合格)が 、研 修 修 了後 、2年 を 限度 し て(1997年3,月まで は1年 間)、今 度 は働 ける 制度 であ
る。2001年度で 技能 実 習へ の移 行を 申請 した 企 業数 が7.459社、 申請 人 数 は22.268人であ る。 こ の
申請者 の 内訳 は、 中国人15.846人(71.2%)、イ ンドネ シア 人3.355人(15.1%)、ベ トナ ム人1.891
人(8.5%)であ る。 企業 規模 でみ ると 、7割 まで が従 業員50人以下で 、圧倒 的に 中小企 業であ る。
賃金 は、 平均 月額12.1万円であ る。 彼 ら は 労働者 であ る にも か かわ ら ず 、健 康保 険 、厚 生 年 金保
険 、労 災保 険、雇 用 保 険 に加 入 して いな い者 が いる こ とが 、JICTO白書 でも 指摘 され て いる 。 明
らか に、技 能研 修生 は 、期 限付 で の単純 労働 者 の雇用 であ る。そ れ は、 中小企 業の 要望 を充足 する
も の である(国 際研 修協 力機構2002;梶田 ・宮 島2002:86-94;駒井2002:92-129)。
　 1980年代 後 半、 日本で は 、外 国人労働 者を 受 け入れ るか どうか で 、鎖 国論 、開 国論 、 あるい は必
然論 など 、一 時盛ん に議 論さ れた。 しか し 、1990年代 の前 半 にバ ブル 経 済が はじ けると 、長 引く不
況の 中で 、外 国人 労働 者 問題 への 関心 は低 下して きて いる。 そこ には、不 況 になれ ば 、外 国人 の 労
働 の必 要性 が無 くな る 、とい う社 会的雰 囲気 が 強かっ た。 しか し、上 述 のよう に、 不況 の 中でも 、
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ブラジル人、中国人、フィリピン人などのアジア人は、単純労働の場から撤退していない。その理
由の一つは、サービス産業が 日本人のブリター、学生のアルバイト、主婦のパートタイム、アジア
系の移住者などに、いっそう安い労働力を求めていることである。
　もう一つの理 由は、もっと根源的である。不況と言っても、すべての業種が完全に不況なのでは
ない。 日系人は、群馬県太田市、静岡県浜松市、愛知県豊 田市などで、 自動車製造、電子部品製造
などの労働 に従事している。彼らの雇用形態は、大企業での、業務請負業者を通じての間接雇用で
ある。それ は、 日本 における労働需要の2重 構造の下部に適応する。彼 らは、深夜勤務を受け入
れ、また企業の要請の変化に応じられるフレキシブルな労働力である。彼らの家族構成員も、従家
族者として、コンビニ向けの弁 当工場,農協、漁協、産業廃棄物処理場などで働いている。彼らに
は、食堂、小商店、旅行業など、エスニック ・ビジネスを営む者もある。 日系人は、いまでは、地
域社会 に定着しつつある。彼らは、生活エンジョイ型、あるいは消費志向型に転換しつつある。
lV.出入 国の ガ ヴ ァ ナ ンス
　1980年代半ばまで、戦後の 日本政府は、出入国管理では外国人の単純労働者の導入を拒否し、国
内に滞在する外国人には、国籍条項などをもって外国人を差別する方針を標榜してきた。この2つ
の原則が、社会 的に崩れ出すのは、1980年代である(近 藤2002)。法的には、出入 国管理では、
1990年の入管法の改正が、新しい状況に対する対応である。在 日外国人の滞在に関しては、1978年
の国際人権A規 約、同B規 約、1980年の女子差別撤廃条約、1981年の難民条約などへの加入が、国
内的に大きな影響力をも つことになった。それは、国際人権レジームの国内的適用の問題であっ
た。1990年代後半になると、出入国管理体制の綻びが、国際人権レジームで補修されよう になっ
た。
　ふりかえってみると、近代 日本で、外 国人の単純労働者を採用しないという原則は、一度として
現実に採用されることはなかった。第2次 大戦期には、 日中戦争後に青年男子を戦争 に狩り出し、
その結果生じた労働力の不足を補うために、 日本政府と産業界は、朝鮮人150万人、中国人5万 人
を強制連行した。彼らは、国内の炭坑、建設現場などの労働 に従事させられた。対照的に、第2次
大戦後に、 日本国家は、外国から単純労働者の導入を拒否する政策を標榜することになった。しか
し、国内には、 旧植民地人の韓国・朝鮮人63万人が住んでいた(1972年末)。彼 らは、公務員、大
企業の社員、公立学校教員などの職から排除されており、単純労働 、廃品回収や 自営業、パチンコ
業経営などの業務に従事した。1960-70年代に、東北、九州地方から関東、関西など大都市圏への
出稼ぎ(季 節労働)は 、在 日韓国・朝鮮人労働 の不足分を補うものであったとみることもできる。
このような事実にもかかわらず、多くの 日本人は、 日本経済は、1960年代 に外国人の労働力を借り
ずに、急成長を遂げたと思いこんできた。1980年代半ば以降は、上述のように、新たに入 国した中
国人、バングラデシュ人、パキスタン人、イラン人、フィリピン人、韓国人、マレーシア人、ある
いは 日系のブラジル人、ペルー人などが、実質的に単純労働 に従事してきた。
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　 日本政府 、と く に法務省 は、1960年代 に外 国か ら契約 労働 者 を 導入 した 西 ドイツ(当 時)、フラ
ンス など の例か ら 、一た ん入 国し た外 国人 労働 者 が 、契約期 限切 れ後 に 定住化 する危 険 を警戒 して
きた。 確か に、1989年1A以降、 日本 ・バン グラ デシ ュ 問のビザ 相互 免 除協定 と、 日本 ・パキ スタ
ン 間のビザ 相 互免 除協定 が一 時停止 され 、ま た1992年4Hに、 日本 ・イラ ン 間のビ ザ相 互免 除協 定
が一 時停止 され たこ と によっ て、 その 直後か らバ ングラ デ シュ 人、パ キス タン 人、イ ラ ン人 の新規
入 国が、 上述 のよう に 、激減 した。 以 上の措 置 が入 国制 限にもっ た効 果 は、 明らか であっ た。 しか
し 、そ の措 置 が、そ れぞ れの 人 々の長期 不法 滞在 化を 強め る効果 をも った こ とも 、 上述 した通 りで
ある。 こ の措置 は 、一旦 出 国した 場合 、再入 国 の見通 しを 無く してい た。
　 1990年に改 正され た入 管法 は 、高度 の知識 や 専門性 をも つ者 につい て 、投資 ・経 営 、法律 ・会計
業務 、技術 、 人文知 識 ・国 際業務 、企 業 内転 勤な ど 、ビザ 資格 を 明確 にす る ととも に、 単純 労働 者
につ いて は、締 出しの原則 を 掲 げつづ け、不 法就 労の外 国人を雇 った 者 と不法活 動 を助長 した 者 に
対し て不 法就 労 助長 罪(3年 以 下の 懲役 また は200万円以 下の罰 金)を 設 定し た。1990年に 、これ
まで いわ ば留 学生ビ ザの 特別扱 い をし てきた 就学 生 と研 修 生 についても 、明確 に就 学と研 修 という
ビザ 資格 を新設 した 。あ わせ て、 上述 のよう に 、定住者 ビ ザが新 設 され 、「 日本 社会 と のつな が り」
とく に 「 日本社 会 との血 のつ なが り」 をも つ 者 には 、単純 労働 への就 労を認 めるこ と になった 。
　 そ の結果 と して 、ブラ ジル 人で 「 日本 人 の配偶者 等 」の 資格で 滞在 する者 が 、1992年91.816人、
1997年113.319人、2000年101.623人と いうよ う に、多 くな った。「定住者 」の資格 で 滞在す る者 は 、
1992年に55.282人、1997年に111.840人、2000年に137.649人と増 加 した。 前者 の資格 の者 は 、多く
が 日系2世 であ り 、後者 の資格 の者 は 、多く が 日系3世 で あある 。彼 ら の 中には、 日本人 と血 縁で
なく 、家族 と してつ なが って いる者(子 、配 偶者)も 含 ま れて いる。 因 み に、新 規入 国者 数で みる
と 、「 日本 人の 配偶者 等 」資格 の者 が 、1992年に16.815人、1997年に13.945人であっ た。「定住 者 」
資格 の者 は 、1992年に247人で 、1997年に23.456人で ある 。 日系 人で は 、明 らか に、2世 か ら3世
へ と、世代 交替 が進 んで いる。 そ のこ とは 、 日系4世 の 問題 が 生じる こ とも 意 味し てい る。
　 定住 者ビ ザ は、 日系人 を単 純労働 者 として 導入 する こと を 目的と して 、新設 され たか どうか につ
いて は、 いま のとこ ろ 、真 実 は不 明で ある。 公 的に は、そ の 目的は 、別 のとこ ろ(在 日韓 国 ・朝鮮
人の 特別永 住者 と 、 日本 人の 血筋 を 引く者[日 系人 、 中国残 留 日本人]と の平衡 措 置)に あっ た 、
と説 明され て いる。 しか し 、その 意図 の所在 が どこ にあっ た にせ よ 、定住 ビザ の新設 と 、それ に伴
う 「 日本人 の配 偶者 等」 ビザ の活性 化 は、次 の2つ の 意味 で絶妙 な政 策で あっ た。1っ の意 味は 、
日系ブラ ジル 人 は120万人 であ り 、そ の定義 が 拡大 され る にせ よ 、数 には 一定 の 限界 があ ると み え
たこ とであ る。 第2の 意 味 は、 日系人 につい て 同じ血 筋と いう神 話 が成 立し 、国民 に広 く受 け入れ
てい る単一 民族 信仰 とい う神話 と 共鳴 できた こ とであ る。 この 一致 の思い こみ によ って 、定住 化 問
題 か ら、 注意 が逸 らされ るこ と になった 。
　 新 入 管 法 のも と で 、1993年に 技 能 実 習 生 の 制 度 が発 足 し 、研 修 生 、 技 能 実 習 生 を 取 り 扱 う
JITCOが設 置 され た。 彼 ら は、縫 製 、建設 、食 品加 工、水 産加 工、農 業 な どの 単純 労働 に従 事 し
てい る。 さら に、2000年3.月の第2次 出入 国管理 基本 計画 は、研 修生 ・技 能実 習生 の枠 を拡大 する
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こと(ホ テル従業員を含む)、外国人を介護労働者 として導入すること、及びITな ど高度の技術
者 として外国人を導入することを提案している。
　現行の出入 国管理体制では、外国人に対して、不法入 国(上 陸 ・入国)罪(3年 で時効)、不法
残留罪、不法在留罪(2000年に新設、時効無し)が 設けられている。いずれも、3年 以下の懲役、
禁固、もしくは30万円以下の罰金が課される。しかし、余罪が無い限り、執行猶予がつき、入管に
送られて、 日本からの強制退去となる。強制退去された者は、5年 間は再入国できない(2000年の
改定までは1年 間)。以上の措置は、多く場合、単純 労働 に従事する不法就労者 に適用されてい
る。しかし、このような措置によっても、長期不法滞在者を決定的に削減できていない。近年長期
不法滞在者が漸減している最大の原因は、1990年代からの 日系人の導入であると思われる。それ以
外、研修生の増大、技能実習生の新設、あるいは就学生の再増大なども 、長期不法滞在者減少の要
因となっているのであろう。
V.滞 在 の ガ ヴ ァ ナ ンス
　 現在、 日本で単純労働に従事している外国人(以 前からの在 日韓国・朝鮮人、中国人を除く)と
しては、(1)入国は合法的であり、就労も合法的であるが、労働条件が必ずしも 良好といえない者
(日系人)、(2)入国は合法的であり、就労も合法的であるが、労働条件が劣悪である者(興 行ビザ
で入国、滞在するフィ リピン女性)、(3)就労しないという条件で、合法的に入国しながら、入国
後は不良な労働条件で働くことになる者(研 修生、技能実習生)、(4)入国は合法的であり、就労
も一定限度で認められているが、不良な条件で働く者(就 学生、留学生)、(5)入国は短期ビザで
入り、すぐに非合法に働き出す者(は じめから不法就労者)、(6)長期不法滞在者として不良な条
件や劣悪の条件で働いている者(上 記の2～5の 類型からの長期不法滞在者)が いる。
　 彼らの問題は、労働 ・生活条件の改善と、非合法的存在の救済である。後者の問題 は、非合法的
存在を合法的存在 に変えるということである。一般的にいえば、アサイラム(asylum)の問題で
あり、 日本でいえば、ケース毎の在留特別許可の問題である。外 国人は、どのような資格で入国す
るにせよ、家族呼び寄せや、 日本人との家族形成(結 婚、子どもの誕生)を 通じて、 日本社会 に定
着し、永住化する傾 向が出てくる。このことは、決して 日本に滞在する外国人に限らず、すべての
国に生活する外国人について、一般的にみられることである。だからこそ、 日本政府 は、外国人の
単純労働者を受け入れることに警戒的であった。しかし、その警戒にもかかわらず、外国人に 日本
定住の傾向が起きてきている。ふりかえってみると、在 日韓国・朝鮮人のコミュニティも、その一
般的法則通りに形成された。将来をみると、 日系人について、4世 にも 定住の資格を認めることに
なる。
　 し ばしば指摘されるよう に、 日本社会は、在 日外国人の権利 に対して、差別的に取り扱ってき
た。この状況に対して、 日本人と同等の権利を要求して、社会運動を展開した主力は、在 日韓国・
朝鮮人であった。その他の外国人や 日本人のなかにも、この運動と協働し、あるいはこれを支援す
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る人々がいた。その歴史を簡単にたどれ ば、1970年代には、 日立製作所職員採用、 日本育英会奨学
金貸与、 日本電電公社職員採用、司法研修生の受け入れ、地方 自体職員採用試験の国籍条項廃止な
どが、運動の成果となった。1980年代には、公営住宅 ・公団住宅入居、国民金融公庫・住宅金融公
庫貸付などの国籍条項廃止から始まり、国民年金加入、国民健康保険加入、児童手当支給、国立・
公立大学教員採用の開放にまで、制度が改変された。1990年代には、永住者について外国人登録時
の指紋押捺が廃止され、いくつかの政令指定都市で消防職員を除く全職員の採用資格から国籍条項
が廃止された。1999年の外国人登録法の改正により、指紋押捺制度が全面的に撤廃された。その間
に、高校総体、高校野球も 、 日本の高校 に相 当する外国人高校にも 開放されるようになっている。
しかし、2002年には、国立大学の受験資格が朝鮮高級学校など民族学校の卒業生にも 開放されるよ
うとしていたのに、2003年3月には、文部科学省はこれを認めない決定をした。
　 以上の成果は、確かに在 日外 国人と 日本人の協力による権利獲得運動の成果である。しかし、こ
の運動と共鳴しながら、それに劣らない効果をもったのが、国際人権レジームの働きであった。国
際人権A規 約、同B規 約署名(1978年)に合わせて、住宅関係の国籍条項が廃止された。難民条約
への加入(1981年)の結果、国民年金、児童手当などから国籍条項が撤廃された。女子差別撤廃条
約への加入(1980年)の後、1985年の国籍法改正で、 日本国籍に関して父親 と母親の平等原則が成
立した。その結果として、韓国・朝鮮人父親と、 日本人母親から生まれた子で、 日本 国籍を選ぶ者
が多くなっている。人種差別撤廃条約も、1995年に署名し、1996年から発効しており、国内でも法
的効果をもっている。子どもの権利条約は、1994年から国内で発効しており、それは、次に述べる
在留特別許可 申請の裁定に当たって、効果をもつことになった。
　 1999年9月1日に、東京入管に長期不法滞在者の5家 族(イ ラン4、 ミャンマー1)、2個 人
(イラン、バングラデシュ各1)の21人、同年12月27日に5家 族(す べてイラン)の17人、さらに
2007年7月12、13日に7家 族(イ ラン2、 フィ リピン、ペルー、ミャンマー、コロンビア、中国各
1)、1個 人(バ ングラデシュ)の26人が、在 留特別許 可を求めて、集団で出頭した(AP.F.S.
2002)。在留特別許可は、法務大臣の裁可によって決まることになっているが、裁可の結果は、第
1次 出頭では4家 族(す べてイラン)の16人、第2次 出頭では1家 族(イ ラン)の4人 、第3次 出
頭(2002年9月現在)で は5家 族(イ ラン2、 フィリピン、ペルー、ミャンマー各)の21人につい
て、在留特別許可が出された(駒 井など2000)。この裁決では、 日本人との血のつながりのない家
族であっても、長期に 日本に滞在し、安定した生計を営んでおり、かっ基本的に中学校以上に在籍
している子どもをもつ家族に、在留特別許可が出されている。子どもの教育の権利を認めたことの
背後には、子ども の権利条約の効力があったも のと思われる。
　 従前は、主に2つ のタイプの人々に、在留特別許可が与えられていた。1つ は、1980年代までの
ことで、在留特別許可者の8割 から9割 毎年数百人から1千 数百人)は、韓国・朝鮮人であった。
彼 らのかなり多くは、刑罰法令 に違反して、退去強制されるところを 「人道的見地」から特別の配
慮を受けたものである。もう1つ のタイプは、1990年代以降のことで、 日本人または永住者との現
実的婚姻関係があることによって、在留特別許可を与えられた長期不法滞在者である。その数は、
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1996年で全 数1.511人の うち1.281人(84.8%)、1997年で 同じく1.431人中1.251人(87.4%)、1998
年 で は2.497人中2.267人(90.8%)であ る(山 脇2003)。な お 、在 日韓 国 ・朝 鮮 人のケ ース が 激減
した の は、1990年の入管 法改 正 によっ て、特 別永 住者 に対 する退 去 強制事 由が大幅 に緩和 した た め
であ る。
　 集 団 出頭 を 実践 的に支 えた のが 、NGOのAsian　People's　Friendship　Society(APSF)であ る。
それ を支援 した の が、外 国人 ・移 民問題 を研 究す る研 究者 グル ープ(代 表者 駒 井洋 教授)で あ る。
グル ープ は、在 留特 別許 可を 求め る長期 不法 滞在者 の行 動 を支持 して 、共 同声 明を 作成 し、1999年
11.月11日に法務 大 臣 に提 出し た。 この 声 明には 、1ヶ.月の 問 に、外 国か ら112人、 国内か ら481人の
研 究者 が加 わっ た。 声 明の趣 旨は、今 回の 出頭者 は(1)日本 社会 で 、すで に生活 の 基盤 を形成 し 、
善 良な市 民と して 日本社 会 との絆 を築き 、職 場や 地域社 会 の構成 員 となっ てい るこ と、(2)出頭者
に は8名 の子 ども が含ま れて いる が、子 ども の権利 条約 を踏 ま えた措 置 が必要 であ るこ と、(3)子
ども た ち は 、 日本 語 し か話 せ ず 、ま た 日本 人 の 子 ども た ちと 友人 関係 を築 い てい る こ とで あ った
(駒 井 な ど2000)。
　 出入 国管 理基 本計 画(第2次)の 方針 は 、(1)一度 限り のアム ネス ティ 政策 でも 、次 回を期 待す
る不 法滞在 者 の流入 及び 不法滞 在 の長期 化を 誘発 する ので 、不 法滞在 の 問題 の効 果 的な解 決策 と は
な らないこ と 、(2)在留 特別許 可 を受 ける外 国人 は 、「 日本 人等 との密 接 な身分 関係 」(日本人 と の
婚 姻 関係 の実態)を も ち 、 日本 で 生活 の基盤 を築 いて いる 人であ るこ と 、(3)その 外 国人と 「我 が
国社 会 のつ なが り 」が深 く 、そ の外 国 人を 退去 強制 す るこ と が、「人道 的 な観 点等 」か ら 問題 が 大
きい と認 められ る場 合 には 、在 留 を特別 に許 可す るこ と 、(4)「日本 人,永住者 又 は特別永 住者 と の
身分 関係 」を 有す るな ど、「我 が国社 会 とのつ なが り」が十 分 に認 め られる 不法滞 在者 に対 して は 、
これ まで通 り 「人道 的な観 点 」を 十分 に考慮 し 、適切 に対応 する こ とにす る 、とい うも のであ る。
　 以 上 の方針 は 、1990年代 まで の裁 定 結果 と符 合 して いる 。 しか し、「我 が 国社会 と のつ なが り 」
に 、子ども の権利 ま でが含 ま れて いるか どう か は、 明確 で ない。 それ でも 、上記 の集 団出頭 に対す
る法務 省 の裁 定は 、 中学 生以 上の 子ども につ いて 、教 育を 受 けつづ ける権利 を認 め たも の、 と解釈
され る(小 学校6年 生 以下 につ いて は 、こ れを 否認 し た)。こ のよ う に、在 留 特別 許 可は 、一 般 的
アサイ ラム でな く とも 、部分 的ア サイラ ム にな りつつ ある。 そこ で は、子 ども の権利 条約 を始 め 、
国 際人権 レジ ーム が効果 をも ち始 めて いる。 人種 差別撤 廃 条約も 、こ れか ら 国内的 に有効 性を 増 し
てく る、 と思 われる 。 日本も 、一般 的 アサイ ラム を実施 す る時期 にき てい る と思わ れる。 すで にア
ジア でも 、韓 国 、台 湾 、タ イ は 、ア サイ ラ ムを 実施 した こ とが あ る(早 瀬2001:10、12;駒井等
2000:　57)o
　 長期 不 法滞在 者で 不法就 労者 で ある者 が 、労働 条件 、賃金 不払 い 、労務 災害 、障 害治療 、病 気治
療な どで 、苦 しい状 況 にある こと は、1980年代か ら 日本 の社 会 問題 となっ てき た。彼 らを助 けてき
たの が、1980年代後 半か ら の 「女 性の 家 且ELP」(東京)、 カラバ オ の会(横 浜)、 あるす の会(名
古屋)、ア ジア ン ・フ レ ンド(大 阪)、Asian　People's　Friendship　Society(APSF、東 京)、アジ ア人
労働者 問題 懇談 会(東 京)で あり 、1995年の阪神 ・淡 路大震 災 のとき 生ま れた外 国人地震 情報 セン
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ター(の ち多文化共生センターと改称、大阪)で あった。これら以外に、全国中で、様々なグルー
プが、彼らの救援に当たってきた。その数は、無数といえよう。全国各地の地方 自治体、国際交流
センターなどのなかにも、長期不法滞在者の人権、生活、医療の保障に協力してきたところも、数
少なくない。
　もちろん、 日本社会に外国人に対する偏見、差別が無くなっているのではない。 日系人の場合で
も 、外国人である。浜松市の例でいえば、その数は、2001年で11.716人である(市 の総人 口59万
人)。その定着 は 「顔の見えない」ともいわれる。 地域社会とのギャップも 、少なからずある。
1999年5月には、豊 田市の保見団地で、 日本人住民とブラジル人住民の対立が劇化する事件もあっ
た。しかし、浜松市でも、豊 田市でも、ブラジル人と 日本人の関係 は、次第に 日常化し、正常化し
てきている。東京都心の新宿 区、池袋区では、新来の 中国人や韓 国人が安い住居や、勤め先の距離
などの関係で集 中してきている。彼らが住み着くことによって、ドーナツ現象化した地域 に活性化
が戻ってきている。飲食店では、エスニックな香りが、 日本人を引きつけている。エスニック ・ネ
ットワークは、同じエスニシティの人々を引きつけると同時に、 日本人をも 引きつける可能性を含
んでいる(田 嶋1998)。
　定住の韓国人を中心として、政治的権利を求める声も高まっている。その代表例が、地方 自治体
での選挙権を求める運動である。1993年に大阪府下の岸和 田市議会は、定住外国人の地方参政権を
求める決議をした。それ以降、2002年7Aまで に、全国で1.503の地方 自治体の議会が同様の決議
を採択している(民 団2003a)。最高裁判所も、1995年には、定住外国人に地方参政権を付与するこ
とは、憲法上禁止されていない との判断を提示している。しかし、ここ1-2年 、国会の雰囲気
は、地方選挙法改正への動きを止めている。
　最近の例で注 目されるのは、市町村合併に関しての住民投票条例で、滋賀県米原町(2002年3月
実施)、秋 田県岩城町(2002年9.月実施)、福井県松 岡町(2002年11.月実施)、岐阜県北方町、三重
県名張市、岡山県奈義町、大阪府高石市、福岡県北野町など全国21市町村(2003年1,月現在)で 、
永住外 国人の参加を認めるようになっていることである(民 団2003c)。愛知県高浜市では、市町村
合併問題だけでなく、常設的に永住外国人の参加を認める住民投票条例が成立している。
　ここで、在 日韓国・朝鮮人の現状をみてみよう。彼らを取り巻く 日本社会の状況では、いまでも
偏見や差別は残っている。法律 問題でも、戦後補償関係援護法で、 旧植 民地人に対する排除は続い
ている。近年になって漸く朝鮮半島と台湾の出身の旧軍人、軍属等で重度戦傷病者に見舞金として
400万円、戦没者の遺族 に弔慰金として260万円が支給されることになった(2001年)。しかし、そ
れは 日本政府の責任を認める補償金ではない。民族教育、民族語教育は、まだ確立していない。し
かし、次の3つ の意味でコリアン社会は、根本的に変わりつつある。第1の 意味は、経済的地位 の
向上である。もちろん、すべての韓国 ・朝鮮人が裕福になったのではない。しかし、彼らのなかか
ら孫正義、辛格浩のように雑誌『フォーブス(17'oγbe8)』で世界の富豪にランキングされる人たち
が出てきている。1970年代までは、大部分の在 日コリアン企業は、中小零細企業であった。しか
し、すでに1980年代初期に、在 日コリアン有識者17万人のうち、少なくとも1万 人以上が資産1億
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円以上を保有するとの推計もある(環2002:250;辺2000)。1990年代 には、特定分野に特化した企
業として成功するものが、増えてきた。職業構成上も、かつての単純労働、農林業のブルーカラー
から、事務職、販売業、サービス業などホワイトカラー化が進んでいる。医療分野や技術者の専門
技術者も増加してきている。経済的に「強者としての在 日」層が、形成されてきている。第2の 意
味は、上述のように、在 日韓国・朝鮮人の数が減ってきていることに関係する。若い人々のアイデ
ンティティでは、祖国の韓国・朝鮮よりは、居住国の 日本にひかれる者が増えてきている。これも
上述のことであるが、在 日外国人の社会的経済的位置を高める運動の主力は、在 日韓国・朝鮮人で
あった。民闘連の指導者徐正禺が主張するように、権利獲得運動と民族差別撤廃運動は、 日本社会
への 「同化 に抗う道」である。しかし、彼も認めるように、権利獲得運動 には同化促進と見えてし
まう側 面がある(徐1987)。権利獲得運動は、同化でないにせよ、統合であることは、否定できな
い。統合が同化と区別されるのは、 自らのコリアン・エスニシティを確認し、維持することによら
ねばならない。第3の 意味は、在 日コリアンが韓国人、朝鮮人のグローバル化にどのように適用し
ていくか、に関連している。韓国人のアジア進出も 目覚しいものがある。彼 らがグローバル化して
いくと、祖国と居住国をうまく使い分ける中国人のようになるかも しれない。
　在 日韓国・朝鮮人の例からみると、在 日外国人の社会的受容は同時に 日本社会への統合という側
面を含んでいる。統合は、決して同化と同じではない。しかし、統合は、同化に置きかえられるお
それがある。それを止めるには、各エスニシティを保持することが必要である。50年後に、韓国・
朝鮮人は、国籍上 日本社会に統合されるにせよ、民族名、民族語、民族教育、民族文化を保持する
ことで、独 自の文化的存在 として存続できる。それは、その時点で 日本社会が活性化を続けるため
にも、必要なことである。
　最後に、在 日外国人の犯罪 について、簡単にふれておこう。『警察 白書』などによると、長期不
法滞在者の犯罪の確率が高い、との指摘がある。これに対しては、賛否の両論がある。しかし、こ
こで確認しておくべきことは、2つ である。第1は 、長期不法滞在者の存在を社会的に認知しない
限り、彼らは、社会に統合されておらず、犯罪への誘因が高まることである。 自己の存在を短期的
にしか確認できない者は、社会に対して、長期的に責任をもとうとしないものである。第2に 、犯
罪の動機とか社会的背景がいかなるものにせよ、社会的負荷としては、犯罪を取り除かなけれ ばな
らない。そのためには、人の国際移動に伴う犯罪の国際移動の拡大防止につき、いっそうの国際的
協力体制が必要である。
VI.結び:今 後 の た め の 覚 え 書
　本論では、在 日アジア人の単純労働就労について、出入国のガヴァナンス と滞在のガヴァナンス
という2つ の側面から、分析してきた。
　前者の分析から、次のことが明らかになった。第1に 、出入国のガヴァナンス は、入国の管理に
ついて一定の効果をもつが、その効果がかえって、長期不法滞在を促進する面もあること。第2
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に、 日本政府は、表 向きは単純労働力を導入することを拒否しながらも 、実際には、単純労働力の
導入をかなりの程度、促進してきたこと。
　後者の分析から、次のことが明らかになった。第1に 、出入国のガヴァナンスの綻びを補修して
いるのが、滞在のガヴァナンスとして、国際人権レジームの国内的適用であること。第2に 、国際
人権レジームの国内適用を呼びこむ上で、市民社会の役割が重要であること。第3に 、在 日外国人
の人権と生活の保障は、彼 らが 日本社会へ統合されるという側面をもつので、外 国人にとって、 自
分のエスニシティを維持することが、重要であること。
　 2つの分析を合わせてみると、次のことが明らかになる。第1に 、出入国のガヴァナンスと滞在
のガヴァナンスは、機能的に補完関係にあること。第2に 、 日本の入管体制が機能していくには、
国際人権レジームの働きが必要条件となっていること。
　以上の結果を踏まえて、今後の 日本の課題を考えると、まず、確認すべきことは、アジア全体
で、人の国際移動を管理する時代に入っていることである。 日本だけがアジアの先進 国で、 日本に
だけアジアから就労者が押しかけてくる、という時代は、終わっている。20-30年前ならば、 日本
に出稼ぎにくることは、巨大な経済格差に裏打ちされていた。しかし、アジア諸国が、経済的に発
展してくると、その差は 自然に縮小してきている。いまでは、 日本だけが、アジアで国際移動の 目
標 国ではない。韓国、香港、マレーシア、タイには、総計で4～5百 万の出稼ぎ労働者がいる。第
2に 、高齢化、少子化の影響と外国人労働 との関連である。アジアで海外 出稼ぎを積極的に進めて
いる国として、フィリピンとバングラデシュがある。バングラデシュは、イスラム国であるので、
女性が海外 に出稼ぎに出かけにくい。フィリピン女性は、海外にメイド、ハウスキーパーとして積
極 的に出て行く。彼女たちは、英語がうまい。その行き先は、香港、シンガポール、英国、オラン
ダなどである。いずれも、英語が通用する国である。これに対して、一般の 日本人は、英語を話せ
ない。 出入国管理基本計画(第2次 、2000年)が、介護労働への外国人労働の導入を示唆している
が、これは、どこまで可能であろうか。そのためには、 日本社会が変わらないと、いけないことに
なる。第3に 、すでに起こっていることであるが、 日本人がアジアに働きの場を求めて出て行くこ
とが、これからも増えていくであろう。たとえば、 日本人が上海 にもっと働きに出るようになった
なら、 日本だけの意思で、中国人の出入 国をコントロールすることが、許されるのであろうか。
　本論の議論では、技術、専門知識をもった人々の移動についての分析が、欠落していた。本論の
議論だけによると、 日本に働きにくるアジア人は、すべて単純労働 に従事するものと思えてくる。
しかし、これは、事実ではない。留学生からも 、就労可能のビザ に切りかえる人 は、少くない。
1997年には、技術ビザに切り替えた者は、711人であった(法務省入国管理者1998:102)。同様 に、
人文知識 ・国際業務に切り替えた者は、1.620人であった。出入国管理基本計画(第2次 、2000年)
でも、IT技術者の導入が示唆されている。たとえば、有力候補はインド人であろう。しかし、 日
本側に、受け入れ態勢ができていない。問題は、 日本人がIT技 術をインド人と一緒に英語でこな
せるか、ということである。ここでも、 日本社会が変わらないと、対応できない。
　このように、出入国管理と滞在のガヴァナンス について、国家のガヴァナンス は、ますますグ
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ローバル ・ガヴァナンスに組み込まれ、また地域的ガヴァナンス に組み込まれることになろう。そ
のなかで、出入国のガヴァナンスと、滞在のガヴァナンスとの協調関係を、これまでとは違い、機
能上の結果としての補完関係ではなく、意図的政策として進めることが、必要となろう。
　 最後に、外国人受け入れの原点についてである。本論では、議論を限定する関係上、難民問題に
は、言及できなかった。しかし、周知のよう に、 日本政府は、難民受け入れに消極的であり、難民
審査の体制など、そのための制度作りを怠ってきている。前・国連高等難民弁務官 ・緒方貞子は、
「日本の 出入国管理においては、エンターテイエメントが難民への思いやりよりもはるかに優先さ
れているのでしょうか」と述べたといわれる(『朝 日新聞』2003年1.月8日、社説 「なぜたった11
人なのか」に引用)。このように、政府の発想は、その原点で重大な問題点を抱えている、といえ
よう。
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